
様式第１号（第７条関係） 

令和６年度砥部町結婚新生活支援事業補助金交付申請書兼請求書  

年 月 日 
 砥部町長 様 

申請・請求者 

 住  所 
〒   － 
 

 氏  名 ㊞ 

 電話番号  

 令和６年度砥部町結婚新生活支援事業補助金の交付を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて
申請します。 

１ 申請者等 

 申請者 配偶者 

フリガナ   

氏 名   

住 所 

□ 申請・請求者と同じ □ 申請・請求者と同じ 

  

生年月日 
(婚姻日の年齢※) 

年  月  日(  歳) 年  月  日(  歳) 

婚姻日           年   月   日 

 
２ 補助金の額等 

住宅取得費用 
契約締結日 年  月  日 

Ⓐ 支払金額 円 

住宅リフォーム費用 
契約締結日 年  月  日 

Ⓑ 支払金額 円 

住宅賃借費用 

契約締結日 年  月  日 

Ⓒ 家賃・共益費(①－②)×月数 月額    円×  か月＝      円 

 ①家賃・共益費 月額      円 

 ②住宅手当等 月額      円 

Ⓓ 敷金 円 

Ⓔ 礼金 円 

Ⓕ 仲介手数料 円 

引越費用 
契約締結日 年  月  日 

Ⓖ 支払金額 円 

合計①（Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ+Ⓔ+Ⓕ+Ⓖ）※千円未満切捨て ,０００円 

時短・省エネ家電の
購入費用 

購入期間 年  月  日～  年  月  日 

Ⓗ 支払金額 円 

合計②（Ⓗ）※千円未満切捨て ,０００円 

申請・請求額（①+②） ,０００円 

（裏面へ続く）  



３ 振込先口座（申請・請求者名義の口座とします。）  

金融機関名  支店名  

預金種別 □普通 □当座 口座番号        

フリガナ  

口座名義人  

 
 
４ 同意・誓約事項 

この補助金の交付申請に当たり、下記の事項について同意・誓約します。 

⑴ この申請書及び添付書類の内容は、全て事実と相違ありません。 

⑵ 世帯全員が、暴力団又は暴力団員等に該当しません。 

⑶ 町税を滞納していません。 

⑷ 生活保護法に基づく保護を受けていません。 

⑸ 補助対象経費について、本町、国その他の地方公共団体による補助金等の金銭の給付を受けて
いません。 

⑹ 過去に、「地域少子化対策重点推進交付金」による結婚新生活支援事業に係る補助金を受給した
ことはありません（他の自治体での受給を含む。）。 

⑺ 申請内容の審査に必要な範囲で、町税の納付状況、生活保護の受給状況その他補助金の受給資
格に関する事項について、町が調査・収集することに同意します。 

⑻ 補助金の交付後に、補助対象者の要件に該当していない事実や不正等が発覚したときは、速や
かに補助金を返還します。 

 
申請者（自署）              

 
配偶者（自署）              

 
 
５ 添付書類（必要な□に☑チェックし、チェックした書類を添付してください。）  

□ 住民票の写し（世帯全員の記載があるもの） 

□ 婚姻届受理証明書又は婚姻後の戸籍全部事項証明書（戸籍謄本） 

□ 夫及び妻の令和６年度町県民税（課税・所得）証明書 
※４月又は５月に申請する場合は、令和５年度町県民税（課税・所得）証明書 

□ 振込先口座確認書類（口座名義人及び口座番号が確認できる書類）の写し  

□ 奨学金の返済額が分かる書類の写し 
※貸与型奨学金を返済している場合に限る。 
※所得証明書の期間と同一期間内のものに限る。 

□ 工事請負契約書又は売買契約書の写し、工事内訳書の写し、建物の登記事項証明書の写し又は
建築基準法に基づく検査済証の写し、位置図、建物配置図、建物平面図、住宅の全景写真及び領
収書の原本 
※住宅取得費用に係る補助金の交付を申請する場合に限る。 

□ 工事請負契約書の写し、工事内訳書の写し、位置図、建物配置図、建物平面図、住宅の全景写
真、リフォームが確認できる写真及び領収書の原本 
※住宅リフォーム費用に係る補助金の交付を申請する場合に限る。 

□ 賃貸借に係る契約書の写し及び領収書の原本 
※住宅賃借費用に係る補助金の交付を申請する場合に限る。 

□ 給与所得のある夫婦の住宅手当支給状況証明書（様式第４号） 
※住宅を賃借した場合であって、給与所得者である場合に限る。 

□ 引越業者又は運送業者による引越し費用の内容が確認できる書類（見積書又は契約書）及び領
収書の原本 
※引越費用に係る補助金の交付を申請する場合に限る。 

□ 購入した時短・省エネ家電の製造番号（型番）が確認できる資料（納品書・保証書の写しやカ
タログなど）、設置後の写真及び領収書の原本  
※時短・省エネ家電購入の場合に係る補助金の交付を申請する場合に限る。  

□ その他町長が必要と認める書類 


